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2025年１月16日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 ア イ リ ッ ジ 

代 表 者 名 代表取締役社長 小田 健太郎 

（コード番号：3917 東証グロース） 

問 合 せ 先 取締役 CFO  森田 亮平 

 （ TEL. 03-6441-2325 ） 

 

合弁会社（持分法適用関連会社）の設立に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年 1 月 16 日付の取締役会において株式会社博報堂（本社：東京都港区、代表取締役社長 水

島正幸、以下「博報堂」という。）との共同出資により、合弁会社を設立することを決議しましたので、以下

のとおりお知らせします。 

なお、本件は適時開示基準には該当しませんが、有用な情報と判断し任意開示を行うものであります。 

 

記 

 

１．合弁会社設立の目的 

当社は、博報堂との間でデマンドチェーン・顧客接点変革に向けた協業拡大を目的とした資本業務提

携契約を行うことを決議しました。資本業務提携の詳細につきましては、本日発表の「博報堂株式会社

との資本業務提携及び第三者割当による新株発行に関するお知らせ」をご参照ください。 

アプリ開発市場は現在も成長基調にあり、今後もＡＩ活用など新しい技術の台頭などを背景に拡大が

見込まれています。また、アプリは生活者データを蓄積する拠点であることから、ＣＲＭ・各種システ

ムの開発及びデータ利活用をはじめとした魅力的な周辺市場が存在しています。 

このような市場環境において、当社グループの中核事業であるアプリビジネス事業では、小売・鉄

道・金融業界の大企業を中心とした企業に対して消費者向けアプリの企画・開発・運用支援及びＯＭＯ

（注）ソリューションを提供してきました。 

今回新たに設立する合弁会社は、アプリなどオウンド開発を中心としたデマンドチェーン・顧客接点

の変革業務をおこなうことを目的としています。合弁会社を通じて、当社が持つ大型のアプリ開発を遂

行するプロジェクトマネジメント力と開発力と、博報堂が持つ生活者接点全体をデザインするクリエイ

ティビティを掛け算し、デマンドチェーン・顧客接点変革に向けた協業を拡大します。 

 

（注） ＯＭＯ（Online Merges with Offline）とは、スマートフォンアプリ等（オンライン）から店

舗等（オフライン）への送客を促すマーケティング施策や、オンラインとオフラインの取組みを融合し、

店舗とインターネットの垣根を越えた最適な顧客体験を提供するマーケティング施策のことをいいます。 
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２．合弁会社の概要 

（１） 名 称 （未定） 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂五丁目２番20号 

（３） 代表者の役職・氏名 （未定） 

（４） 事 業 内 容 アプリ開発を軸とした顧客接点変革事業 

（５） 資 本 金 100,000千円 

（６） 設 立 年 月 日 2025年２月１日（予定） 

（７） 決 算 期 ３月 

（８） 純 資 産 200,000千円 

（９） 総 資 産 200,000千円 

（10） 
出 資 比 率 

株式会社博報堂：51％ 

株式会社アイリッジ：49％ 

※本日時点で未定の内容につきましては、後日決定次第お知らせします。 

※合弁会社の業績の見通しについて決定しているものはございません。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社博報堂 

（２） 所 在 地 東京都港区赤坂五丁目３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 水島正幸 

（４） 事 業 内 容 広告業 

（５） 資 本 金 35,848百万円（2024年４月１日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1924年２月11日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社博報堂ＤＹホールディングス 100％ 

（８） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 当社から博報堂へのシステム開発に関わるサービス等の取引があります。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

※本件は任意開示であり、開示内容を一部省略しています。 

 

４．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025年１月16日 

（２） 合 弁 契 約 締 結 日 2025年１月16日（予定） 

（３） 合 弁 会 社 設 立 日 2025年２月１日（予定） 

（４） 事 業 開 始 日 2025年４月１日（予定） 

 

５．今後の見通し 

  2025 年３月期の当社の連結業績に与える影響は軽微ですが、当社の中長期的な企業価値の向上を実現す

るものと考えています。なお、設立した合弁会社は 2025 年３月期第４四半期より当社の持分法適用関連会

社となります。 

 

以 上 


